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１．はじめに

わが国では、２０００（平成１２）年の社会福祉法の施行により、地域福祉が社会福祉の各分野共通の

基本的展開方向に位置づけられ、福祉施策は大きく地域福祉志向を強めることになった。しかし、

地域では住民の参加率が低下するなかで、伝統的な町内会、自治会と呼ばれる地縁型の組織が脆弱

化を呈し、さらに住民個々の関係性も希薄化するなど、都市や地方を問わず、さまざまな生活・福

祉問題が生じてきている。特に少子高齢社会を背景に、認知症や虚弱な一人暮らし高齢者、ひきこ

もり、虐待、消費者被害、介護孤立者、防犯・防災などに対する包括的で専門的な支援体制の構築

と、日常的な見守り、声かけ活動、訪問活動、安否確認など、小地域における継続的なネットワー

ク活動の推進が喫緊の課題となっている。

本稿では、八女市と八女市社会福祉協議会（以下「社協」という）がすすめる小地域福祉活動推

進学習会が実施した校区別懇談会（平成２０年２月～３月）と報告会（平成２０年１１月～１２月）を通し

て得られたデータや資料をもとに、小地域におけるネットワーク活動推進の方法と政策的・実践的

課題について、若干の分析と考察を試みる。

２．小地域福祉活動推進学習会設置の背景

本市においても、少子高齢化の急激な進行や低経済成長の厳しい社会情勢のもと、一人暮らし高

齢者や高齢者のみの世帯が増加するとともに、住民の多様なライフスタイルを背景に、かつての伝

統的な家庭や地域の相互扶助機能は弱体化し、地域住民の相互の社会的なつながりも希薄化するな

ど、これまで機能してきた地域社会の共同体的結合組織が急速に弛緩・解体しはじめてきている。

こうした地域社会の変容によって、�高齢者の孤独死、�社会的孤立、�老老介護、�高齢者虐待、

�悪質商法被害、�育児の孤立化、�児童虐待、�育児不安、	いじめ、
不登校、�少年の非行、

小地域福祉ネットワーク活動の推進と政策的・実践的課題
――八女市における校区別懇談会を通して――
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�登下校時の安全確保などの問題が顕在化し、以前よりもまして地域における生活課題や福祉問題

は拡大化・深刻化してきている。また、本市は旧上陽町との合併によって、広域化と過疎化の問題

や新たなまちづくりへの課題をどのように解決していくのかが政策的課題となっている。一方、地

域福祉の推進を担う社協では、こうした社会環境の急激な変化や地域社会の脆弱化を背景に、地域

における住民の組織的活動が形骸化し、地域の組織力・福祉力の再生・回復といった取り組みが実

践的課題となっている。

そこで、本市では地域福祉推進における政策的課題と実践的課題の解決に向けて行政と社協が合

同で事務局を設置し、小地域福祉活動推進学習会を立ち上げた。小地域福祉活動推進学習会では、

２００８（平成２０）年２月～３月にかけて市内にある９つの小学校区を単位とする懇談会を開催し、校

区ごとの実態の把握と問題解決に向けた仕組みづくりに取り組んだ。

３．校区別懇談会開催要綱

�．期 間：平成２０年２月～３月・１１月～１２月

�．対 象：行政区長、民生委員・児童委員

�．方 法：懇談会

�．主 催：八女市社会福祉協議会、八女市総務課、福祉課、生涯まちづくり課健康課（包括）

�．協 力：行政区長会、民生委員・児童委員連絡協議会

�．開催主旨：地域内の一人暮らし高齢者やしょうがい者など支援が必要な方に対する見守りや

訪問活動、災害時における安否確認や避難支援、高齢者などのひきこもりを防止するための

「ふれあいいきいきサロン活動」への側面的支援などを通し、住民同士の助け合い活動を行

い、誰もが住み慣れた地域で安心して暮らし続けられる「福祉のまちづくり」をすすめてい

く必要があります。そのため、小地域（校区・行政区）において福祉課題をどのように発見

し解決を図るか、早期解決のための仕組みづくりについて考えます。

各会場では校区別懇談会を始めるまえに、基礎講座「小地域福祉ネットワーク活動の実践」と題

して、筆者が約４５分の導入講義を行った。その後、社協と行政の職員の司会により懇談会を開催し

た。懇談会には、行政区長会と民生委員・児童委員連絡協議会の協力を得て、できるだけ全員が出

席できるように協力要請を行った。以下、校区ごとに懇談会で得られた意見・情報をもとに、問題

解決に向けた仕組みづくりの課題として４つにまとめた。

４．校区別懇談会の状況と課題整理

� 岡山校区 会場：室岡福祉センター［平成２０年２月６日 １４：００～］

出席者：区長８名 民生委員・児童委員１３名 計２１名
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指 標：人口７，１２５人 世帯数２，１１２世帯 高齢化率２０．０％ 高齢者１，４２６人

一人暮らし高齢者世帯１６７世帯 介護認定世帯７４世帯

隣組数１６２組 民生委員・児童委員１４人

課 題：�災害時避難体制のシステム化（補償制度の確立）

�個人情報の共有化と守秘義務の徹底

�行政単位による福祉委員制度の段階的導入の検討

�向こう三軒両隣（隣組）の見直しと再構築

� 長峰校区 会場：社会福祉会館［平成２０年２月８日 １４：００～］

出席者：区長５名 民生委員・児童委員９名 計１４名

指 標：人口６，２２４人 世帯数２，０２０世帯 高齢化率２０．８％ 高齢者１，２９３人

一人暮らし高齢者世帯２０５世帯 介護認定世帯７７世帯

隣組数１５０組 民生委員・児童委員１２人

課 題：�自主防災組織の構築

�福祉委員制度導入の検討（隣組長制度の見直し）

�まちづくり協議会との連携・協働の必要性

�要援護者支援のためのマップづくり

� 福島校区 会場：社会福祉会館［平成２０年３月３日 １４：００～］

出席者：区長１２名 民生委員・児童委員１０名 計２２名

指 標：人口６，２８３人 世帯数２，３９０世帯 高齢化率２７．７％ 高齢者１，７３９人

一人暮らし高齢者世帯３５９世帯 介護認定世帯１３０世帯

隣組数２８７組 民生委員・児童委員１６人

課 題：�福祉委員制度導入の検討（報酬・隣組長制度の活用）

�地域住民への周知と情報共有の検討（広報・チラシ）

�民生委員・児童委員活動を支援（相談）できる専門機関との連携

�世代間交流と福祉マインドの醸成

� 忠見校区 会場：牟田コミュニティセンター［平成２０年３月３日 １９：００～］

出席者：区長８名 民生委員・児童委員８名 計１６名

指 標：人口３，６３６人 世帯数９６１世帯 高齢化率２２．６％ 高齢者８２１人

一人暮らし高齢者世帯９１世帯 介護認定世帯４２世帯

隣組数８０組 民生委員・児童委員８人

課 題：�災害時避難体制の確立（事故・怪我に対する補償）

�福祉委員制度導入の検討（担い手不足と手当ての問題）
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�民生委員・児童委員活動と隣組制度の連携強化（見守り・安否確認）

�サロン活動への支援強化（人・もの・情報の提供）

� 上妻校区 会場：社会福祉会館［平成２０年３月４日 １４：００～］

出席者：区長７名 民生委員・児童委員１０名 計１７名

指 標：人口６，６０８人 世帯数２，１９９世帯 高齢化率２２．４％ 高齢者１，４７９人

一人暮らし高齢者世帯２４６世帯 介護認定世帯８４世帯

隣組数２１０組 民生委員・児童委員１３人

課 題：�災害時避難体制の強化（風水害被災地）

�福祉委員制度導入（身分・報酬）

�個人情報保護と要援護者支援活動（情報の共有化と管理）

�小地域福祉活動の活性化（住民に対する啓発と福祉教育の導入）

� 三河校区 会場：社会福祉会館［平成２０年３月７日 １４：００～］

出席者：区長７名 民生委員・児童委員８名 計１５名

指 標：人口３，５７９人 世帯数１，１５５世帯 高齢化率２４．８％ 高齢者８８９人

一人暮らし高齢者世帯１０６世帯 介護認定世帯４２世帯

隣組数８７組 民生委員・児童委員１０人

課 題：�要援護者の台帳整備の必要性（緊急度に応じた整備）

�住民同士の関係性構築（出会いと交流の機会の創設）

�家族介護者の負担の軽減

�悪質商法への予防対策と支援体制の強化

� 川崎校区 会場：東公民館［平成２０年３月１１日 １４：００～］

出席者：区長３名 民生委員・児童委員７名 計１０名

指 標：人口２，６３４人 世帯数６９５世帯 高齢化率３０．７％ 高齢者８０９人

一人暮らし高齢者世帯９５世帯 介護認定世帯４６世帯

隣組数６４組 民生委員・児童委員１０人

課 題：�情報不足による活動の停滞（区長と民生委員・児童委員の連携強化）

�福祉委員制度の導入（隣組長兼任）

�民生委員・児童委員活動の意義と役割の周知徹底（住民との信頼構築）

�地域固有のルールや社会資源の理解

� 上陽校区 会場：地域福祉センター［平成２０年３月１２日 １４：００～］

出席者：区長４名 民生委員・児童委員１６名 計２０名
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指 標：人口３，８９３人 世帯数１，１７４世帯 高齢化率３２．０％ 高齢者１，２４５人

一人暮らし高齢者世帯１５１世帯 介護認定世帯５２世帯

隣組数１３１組 民生委員・児童委員１７人

課 題：�要援護者ネットワーク台帳の共有化

�福祉委員活動の意義と役割の明確化

�悪質商法被害の予防対策（相談支援活動の重視）

�サロン活動の活性化（活動内容の見直しと強化）

� 八幡校区 会場：西公民館［平成２０年３月１７日 １４：００～］

出席者：区長９名 民生委員・児童委員７名 計１６名

指 標：人口２，６５４人 世帯数７３５世帯 高齢化率２７．１％ 高齢者７１８人

一人暮らし高齢者世帯８２世帯 介護認定世帯３２世帯

隣組数７０組 民生委員・児童委員８人

課 題：�情報の共有化（行政・社協との連携）

�民生委員・児童委員活動の充実

�ボランティアの養成と活用

�緊急通報装置設置者の確認

５．校区別懇談会から見えてくる課題の分析

次に、９つの校区懇談会で収集された意見や情報をもとに、４つの視点から分析を試みる。まず

第１に、小地域福祉ネットワーク活動に関しては、活動に必要な情報の共有化がうまくいっていな

いことが理由としてあげられる。そのため緊急時や要援護者への支援活動に対する台帳の整備の必

要性はあるものの、個人情報の扱いやプラバシーに対する住民側の理解と意識の違いによって、地

域の活動が十分にできていないところが見受けられる。第２に、ふれあいいきいきサロン活動では、

担い手の負担の増加と利用者との関係性の希薄化によって活動が停滞しているなど、活動内容の充

実や運営のあり方自体の見直が求められている。第３に、福祉委員制度では、校区によっては導入

の必要性の高いところとそうでないところと温度差があり、校区の実態を精査しながら導入の判断

を段階的に進めていかなければならない。また、既存の隣組長制度の活用や見直しを通して、地域

に適した福祉委員制度のあり方が問われている。第４に、その他関連する課題に関しては、悪質商

法被害への予防対策や要援護者支援マップ、家族介護者の負担の軽減、ボランティアの養成などが

挙げられる。

以上、校区別懇談会では主に社協職員が中心となり、小地域における住民の福祉活動の現状や課

題を「校区別の課題と分析」と題して報告書としてまとめた。この報告書に基づいて、行政と社協

の実務者による合同学習会を開催し、副市長の出席のもと校区における地域特性や福祉の課題につ
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いて共通理解を深めた。

６．校区別報告会と災害時要援護者支援対策

一方行政では、災害時の要援護者支援制度の導入が早急の課題となっており、今回の校区別懇談

会を通して住民への理解と協力を求めることにした。そのため、小地域福祉活動推進学習会では、

平成２０年１１月～１２月に開催する校区別懇談会で「校区別の課題と分析」の報告会に引き続いて、行

政の担当職員による災害時要援護者支援制度導入の説明と協議を行った。そして２回目となる校区

別報告会では、まず、前回の報告として社協の立場から、�小地域福祉ネットワーク活動、�ふれ

あいいきいきサロン活動、�福祉委員制度のあり方について説明が行われた。続いて行政担当者よ

り、�災害時の要援護者支援対策について、事務局側からの配布資料をもとに導入の背景と協力要

請が行われ、その後、出席者による質疑応答を交え協議を行った。

７．要援護者支援制度の導入について

行政では、今回の校区別懇談会を契機に災害時の要援護者支援制度の導入を図った。２回目とな

る懇談会の報告の場を利用して、以下の説明を行った。

全文掲載……

■要援護者支援制度の意義と背景

人は誰でも、長年住み慣れた地域で健康で長生きしたいと考えています。しかし、高齢化、少

子化、核家族化、過疎化、関係性の希薄化などが原因となって、さまざまな福祉問題や生活問題

が発生しています。それらの諸問題は地域からの「孤立化」を引き起こして、さらに悪循環に陥

り、孤独死や虐待などの多くの悲劇につながっています。また、振り込め詐欺、悪徳商法による

被害、登下校中の児童生徒や認知症高齢者が外出中に巻き込まれる事件・事故、さらに近年特に、

地震や台風による災害なども多発しています。そのような現状を克服するためには、専門的な福

祉サービスの整備、福祉施設の活用などとともに、私たち住民の参加と協働による活動の必要性

が高まっています。たとえば、災害の発生時には、役所や消防、警察の建物や職員も被災し、道

路、水道、電気、通信などのライフラインが損傷を受ける事態も発生しています。このような事

態では、消防などの対応にも限界が生じ、いくら消防車や救急車を待っていても来てもらえない

可能性があります。消防車や救急車の到着を当てにするだけではなく、適切な火災予防と初期消

火、ケガ人の救出や安否確認、避難誘導に当たることが大切です。

※阪神・淡路大震災の際の調査によれば、損壊した建物から救出された人の多くは、近所の人に助けら

れたということです。近所の住民によって２時間以内に救出された人は、神戸市で５５％、西宮市で８７％

などとなっています。

社会福祉協議会では、地域福祉活動を推進する中で、日頃から、行政や消防関係者、ボランティ
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ア、地域住民の皆さんと連携を図り、高齢者など災害時要援護者といわれる方々などの見守りや、

災害発生時においては安否確認、避難誘導などを行う活動を円滑に進めるための小地域福祉ネッ

トワーク活動（支援のための連絡網づくり）を、共同ですすめたいと考えています。

※「災害時要援護者」とは、必要な情報を迅速かつ的確に把握し、災害から自らを守るために安全な場

所に避難するなどの災害時の一連の行動をとるのに支援を要する人々をいい、一般に高齢者、障害者、

外国人、乳幼児、妊婦などが挙げられます。

■災害・犯罪等に備えた平常時における取り組み

日頃できないことは非常時でもできません。日常からの体制づくりへ向けた取り組みが、いか

に緊急時に効果を発揮したか、過去の災害時にも教訓として明らかにされています。災害が発生

した時に、要援護者の安否確認や避難誘導が的確に行われ、救援体制から取り残される人々が生

じないような地域社会を築くためには、平常時から要援護者等の生活状況を把握し、近隣住民が

相互に協力できるよう情報の共有化を図ることが必要です。そこで、危険箇所の点検や寝たきり

の高齢者や重度の障害者、緊急時に手助けが必要な方などの所在の確認、災害時の避難路・避難

施設の確認や誘導、防犯のための連絡体制などをつくっておくことが重要になります。

■災害時要援護者の所在把握と台帳の整備

災害時要援護者の所在を把握し、その情報を基に災害時の要援護者や要避難支援者などを確認

するための台帳を整備することにより、平常時における事前対策の検討や防災訓練への反映も可

能になり、また、災害発生時には支援のために有効活用することができるようになります。

■見守り・安否確認、避難誘導、情報伝達手段の確保等の支援体制づくり

孤独死や、悪質な訪問販売、詐欺事件の被害をなくす防犯のための連絡体制づくり、災害時の

避難路・避難施設の確認や避難誘導、安否確認などを適切に行うためには、民のみなさんの協力

が不可欠です。日頃から、行政区長、民生委員・児童委員、福祉委員、老人クラブ役員、各福祉

団体、住民などが連携を図り、あらかじめ役割分担を行い、日頃から、見守りをする人、安否確

認をする人、避難誘導する人など、それぞれ役割を決めておくことが大切です。また、災害時要

援護者が情報から取り残されることなく速やかに避難できるよう、誰が誰に情報を伝えるか決め

ておくことなど、情報伝達手段を確立しておく必要があります。

■個人情報保護と要援護者支援について

個人情報の保護との関係については、国が策定した、「災害時要援護者の避難支援ガイドライ

ン」によれば、「要援護者の避難支援は、自助・地域（近隣）の共助を基本とし」、市町村は、「要

援護者に関する情報を平常時から収集し、電子データ等で管理・共有するとともに、一人ひとり

の要援護者に対して複数の避難支援者を定める等、具体的な支援計画を策定しておくことが必要

である。」とあります。そのためには、「平常時からの要援護者情報の収集・共有が不可欠」であ

り、「個人情報を提供することが明らかに本人の利益となると認められるときなど、目的外利用・

第三者提供が可能とされている場合があることを参考にしつつ、積極的に取り組むこと。」「ま

た、その際には、提供される側の守秘義務の仕組みを構築することも重要」と提起されています。
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８．災害時要援護者台帳の作成作業

本市では、被災リスクの高い要援護者の支援体制を重点的・優先的に進めるため、庁内の生涯ま

ちづくり課、総務課、健康課、福祉課の４課が保有するファイル記載の個人情報のリストを作成し

た。作成に当たっては、市の個人情報審査会の審議を通して行った。要援護者リストには、�氏名、

�住所、�生年月日、�行政区名の共通項目と、�７５歳以上の独居、�要介護度３以上、�身体障

害１・２級、�その他（本人が希望する人）の該当区分項目を設けて作成した。ただし、要援護者

リストは、対象者区分に従って、機械的に一律に抽出しているため、健康な人や、死亡している人、

介護者がいるなど、援護が必要ではない人も多く含まれている。そのため地域で本当に援護が必要

な人を確定しなければならず、行政区長と民生委員・児童委員に協力の要請を依頼して、台帳作成

のための訪問活動を行ってもらい、本人の同意の上で、要援護者台帳に掲載するという作業に取り

組んだ。本作業には、個人情報やプライバシーの問題があるため、要得援護者台帳作成シュミレー

ション及び台帳記入例を提示し事前学習を行った。しかし、担当する行政区長や民生委員・児童委

員からは、訪問や声かけの際の不安などが上がった。また、地域住民の理解と意識には大きな差が

あるため、行政の押し付けや強制と受け捉えられないよう、地域住民の意思を最大限に尊重すると

いう姿勢で臨むことを基本とした。訪問調査期間は、平成２１年１月～３月１６日までとし、提出窓口

を総務課に設置した。要援護者支援制度の導入に当たって、本市広報１月号に趣旨と内容を掲載し

全戸配布するとともに、行政区の回覧版を通して市民への周知を図ることにした。

９．行政・社協の連携と協働による推進体制

行政が説明する災害時要援護者支援制度導入の理由や背景は、まさに社協がすすめてきた小地域

におけるネットワーク活動の意義と目的に合致している。このように地域福祉を推進し実現してい

くためには、従来の住民による福祉活動と社協の事業とサービスだけで達成できるものではなく、

公・民の役割分担と協働による推進体制を構築していくことが望まれる。そして両者は、ともに地

域福祉を推進しその実現をめざすものであることを考えると、相互に内容の一部を共有したり、協

働による推進体制の設置・運営を企画するなど、相互に補完・補強体制を図ることによって、より

きめの細かい地域福祉が実現できる。また、一般的に行政と社協の関係は車の両輪に例えられるが、

両者の連携や協働によって、第１に、福祉問題や生活課題の解決のための活動に、できるだけ多く

の住民が自発的・主体的に参画・参加できるよう、活動主体、活動の内容、活動の方法等を提示で

きる。第２に、福祉問題や生活課題の解決のための住民活動を効果的に進めるため、活動団体など

の交流・連携や新しい組織づくりなどの働きかけが容易にできる。第３に、住民の主体的な地域福

祉活動を支援し、または主導できるように、関係機関・当事者団体の取り組みや、ボランティアネッ

トワーク活動等を広く市民へ周知することができる。第４に、さまざまな住民の主体的な地域福祉

活動を発展させていくための相互の交流・協働学習の機会づくり、活動の場の確保、さらには活動
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資金の確保などについての支援と方法などの情報提供がよりスムーズになる。このように行政と社

協の連携・協働による小地域福祉活動推進学習会の設置はメリットも多く、福祉問題や生活課題の

把握から問題解決までの一貫した方法と価値を共有化することで、住民への説明能力や信頼関係が

高まり合意形成が得られやすくなるという効果もあった。

１０．まとめ

合併後における本市の地域福祉推進の政策的・実践的課題は何か。そして課題解決の方法はどう

あるべきかを小地域福祉活動推進学習会を通して協議・検討してきた。その結果、行政がすすめる

「市民が主役のコミュニティづくり」や「災害時要援護者支援制度」と社協がすすめる「ふれあい

いきいきサロン活動」や日常的な見守り・声かけ・訪問活動などの「小地域福祉ネットワーク活動」

の推進・実現には、ともに地域住民の合意と主体の形成なくしては成り立たないことが改めて確認

された。一方で、住民自治の近代化・民主化が合併後の課題となっているが、本市においては行政

区長制度を柱とする民生委員・児童委員活動や隣組制度が現在も脈々と息づいている。校区となれ

ばなおさら行政区長の果たす役割は大きく、現時点においては行政の政策的課題や社協の実践的課

題もこうした伝統的な組織力を活用しなければ実現不可能であることが理解できた。

最後に、本市が目指す福祉のまちづくりでは、地域の行事や組織の負担をともに担おうとする住

民が育つかどうかが鍵といえる。そのためには住民が行政区や校区コミュニティへの共属的感情を

もち、相互に受容し合い、必要があれば援助し合う関係をつくり出すこと。そして住民が要援護者

への援助には直接関わらないにしろ、挨拶や声かけ、見守り、ちょっとしたもののやり取りを行う

関係を築いていくことが重要であり、こうした社会関係資本を高めることで地域福祉の大きな推進

力になることが明らかになった。

今後の課題として、本市では旧上陽町との合併を機に、新市としての地域福祉計画の策定に臨ん

だが、新たな合併（星野村・矢部村・黒木町・立花町［平成２２年２月］）によって、さらに延期が

懸念される。また、広域化と多様化によって地域福祉を取り巻く環境が大きく変わることで、まち

づくりへの期待も行政や社協にとっては今以上の実践力が試される。いずれにせよ、地域住民一人

ひとりの「高参加」を通して「高福祉」のまちづくりを実現していかなければならない。

本調査研究は、平成１９年度～２０年度八女市・八女市社会福祉協議会が共同設置した小地域福祉活

動推進学習会において実施した校区別懇談会の分析に一部加筆修正してまとめたものです。関係各

位に感謝申し上げます。

（やまさき やすのり：人間福祉学科 准教授）
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平成１９年度ネットワーク活動基礎調査票 平成１９年１１月３０日

校
区
名

区名 隣組数 世帯数 男 女 人口

老齢人口（６５歳以上） 老齢人口

÷

総人口

独居

高齢者

世帯

高齢者

世帯

６５歳以上

計
世帯数

６５～

７４歳
男 女 ７５歳～ 男 女 計

福

島

東唐人町 １５ １３９ １６５ ２０１ ３６６ ７８ ６０ ２５ ３５ ５０ １５ ３５ １１０ ３０．１％ ２７ １１ ３８

西唐人町 ２１ １３５ １８０ ２２５ ４０５ ７６ ５３ ２２ ３１ ５８ １６ ４２ １１１ ２７．４％ １１ １７ ２８

土橋 １６ １３６ １１１ １５２ ２６３ ６５ ４６ ２０ ２６ ３７ ８ ２９ ８３ ３１．６％ ２４ ８ ３２

東紺屋町 ５ ３０ ３６ ４５ ８１ １９ １５ ９ ６ １３ ５ ８ ２８ ３４．６％ ４ ３ ７

西紺屋町 １０ ７８ ７１ ９７ １６８ ４１ ２６ １２ １４ ２８ ５ ２３ ５４ ３２．１％ １３ ６ １９

東宮野町 ５ ５１ ２９ ３６ ６５ １１ ６ ３ ３ １３ ５ ８ １９ ２９．２％ ２ ４ ６

中宮野町 １４ １７０ １５５ ２０８ ３６３ ８４ ５８ ２３ ３５ ５５ １６ ３９ １１３ ３１．１％ ３４ １６ ５０

西宮野町 ６ ４５ ４８ ４８ ９６ ２８ ２３ ９ １４ １６ ５ １１ ３９ ４０．６％ １１ ６ １７

東京町 ５ ２９ ２８ ３９ ６７ １６ ９ ３ ６ １４ ４ １０ ２３ ３４．３％ ５ ２ ７

西京町 １１ ９０ １００ １１７ ２１７ ５０ ３１ １２ １９ ３３ １１ ２２ ６４ ２９．５％ １８ １１ ２９

新町 ８ ５８ ６５ ８５ １５０ ４２ ３１ ９ ２２ ２８ １１ １７ ５９ ３９．３％ １４ １２ ２６

東古松町 ３ ２０ ３１ ４０ ７１ １５ １２ ５ ７ １１ ３ ８ ２３ ３２．４％ ２ ０ ２

西古松町 ６ ３６ ６４ ６１ １２５ ２１ １０ ５ ５ ２１ ８ １３ ３１ ２４．８％ ５ ２ ７

東矢原町 ７ ６３ ８６ ９３ １７９ ３８ ２６ １０ １６ ３１ １４ １７ ５７ ３１．８％ ６ １０ １６

西矢原町 １１ ９３ １２５ １３１ ２５６ ５３ ４３ １９ ２４ ３７ １０ ２７ ８０ ３１．３％ １３ １４ ２７

北平塚 ３０ ２５１ ２８９ ３６２ ６５１ １３９ ８２ ３８ ４４ １１２ ４２ ７０ １９４ ２９．８％ ５０ ３１ ８１

南平塚 ９ ５６ ８１ ９３ １７４ ３６ ２５ ８ １７ ２５ ７ １８ ５０ ２８．７％ ９ ９ １８

清水町 １１ ７５ ７６ １０１ １７７ ４３ ２３ ７ １６ ３９ １６ ２３ ６２ ３５．０％ １２ ９ ２１

大正町 ８ ５５ ７０ ７８ １４８ ２４ １３ ４ ９ １７ ５ １２ ３０ ２０．３％ ７ ３ １０

杉町 ４８ ４５０ ５７３ ６５１ １２２４ １８６ １３４ ４８ ８６ １３６ ５０ ８６ ２７０ ２２．１％ ５３ ４０ ９３

榎町 ２ ２１ ３０ ３５ ６５ １４ ７ ４ ３ １０ ３ ７ １７ ２６．２％ ７ １ ８

上稲富 ２６ １９２ ２５８ ３２０ ５７８ ９０ ６５ ２９ ３６ ７５ ３３ ４２ １４０ ２４．２％ ２０ ２４ ４４

下稲富 １０ １１７ １７８ ２１６ ３９４ ５７ ３２ １２ ２０ ５０ ２１ ２９ ８２ ２０．８％ １２ １１ ２３

小 計 ２８７ ２３９０ ２８４９ ３４３４ ６２８３ １２２６ ８３０ ３３６ ４９４ ９０９ ３１３ ５９６ １７３９ ２７．７％ ３５９ ２５０ ６０９

長

峰

豊福 １２ １６９ ２５４ ３００ ５５４ ９７ ６６ ２８ ３８ ７２ ２３ ４９ １３８ ２４．９％ １７ １８ ３５

宅間田 ２４ ３２４ ５１１ ５６９ １０８０ １７４ １４４ ６５ ７９ １０２ ３１ ７１ ２４６ ２２．８％ ３２ ３４ ６６

宅間田県営 ５ ７７ ７１ ９６ １６７ ３７ ２７ １０ １７ １６ ４ １２ ４３ ２５．７％ ２３ ５ ２８

上吉田 ３３ ４３５ ５９１ ６５７ １２４８ １２７ １１１ ４７ ６４ ６６ ２４ ４２ １７７ １４．２％ ２４ ２５ ４９

中吉田 ２２ ２９０ ３６５ ４３２ ７９７ １１５ ８９ ３６ ５３ ８０ ３０ ５０ １６９ ２１．２％ ２６ ３０ ５６

下吉田 ２２ ２７５ ４２２ ４５７ ８７９ １５１ １１２ ５４ ５８ １０７ ４０ ６７ ２１９ ２４．９％ ３１ ３５ ６６

岩崎 ２１ ２７０ ４９３ ５０５ ９９８ １３０ １０２ ４２ ６０ ８７ ３８ ４９ １８９ １８．９％ ２５ １７ ４２

大島 １１ １８０ ２６０ ２４１ ５０１ ８６ ６５ ３３ ３２ ４７ １２ ３５ １１２ ２２．４％ ２７ ９ ３６

小 計 １５０ ２０２０ ２９６７ ３２５７ ６２２４ ９１７ ７１６ ３１５ ４０１ ５７７ ２０２ ３７５ １２９３ ２０．８％ ２０５ １７３ ３７８

上

妻

祈祷院 ３１ ２７０ ３７７ ４０６ ７８３ １４２ ９１ ４０ ５１ １０８ ３８ ７０ １９９ ２５．４％ ２６ ２８ ５４

上妻江 １１ １１０ １８７ ２１５ ４０２ ６７ ４８ ２０ ２８ ５１ １９ ３２ ９９ ２４．６％ １２ １６ ２８

下妻江 １１ １２４ ２１９ ２２２ ４４１ ８９ ７３ ３０ ４３ ６６ ２７ ３９ １３９ ３１．５％ １５ １８ ３３

大福寺 ２７ ３６０ ３９１ ５３３ ９２４ １０８ ５９ ２３ ３６ ７７ ２７ ５０ １３６ １４．７％ ３５ １２ ４７

東馬場 ４ ２０ １９ ２４ ４３ １１ ２ ０ ２ ９ ３ ６ １１ ２５．６％ ８ ０ ８

南馬場 ２５ ３６０ ４７８ ５５２ １０３０ １６７ １２１ ５１ ７０ １０７ ３８ ６９ ２２８ ２２．１％ ４５ ３６ ８１

栄町 ６ ６３ ８０ １００ １８０ ４２ ２９ ９ ２０ ２７ １２ １５ ５６ ３１．１％ １７ １１ ２８

北馬場 ３４ ２８０ ４１２ ４５３ ８６５ １３６ １２２ ４４ ７８ ７４ ２８ ４６ １９６ ２２．７％ ３０ ２４ ５４

納楚 ４３ ３９８ ５５５ ６３７ １１９２ １６８ １３１ ５８ ７３ １０８ ３８ ７０ ２３９ ２０．１％ ３９ ３８ ７７

平田 １８ ２１４ ３６１ ３８７ ７４８ １１７ ９０ ３８ ５２ ８６ ３１ ５５ １７６ ２３．５％ １９ ２１ ４０

小 計 ２１０ ２１９９ ３０７９ ３５２９ ６６０８ １０４７ ７６６ ３１３ ４５３ ７１３ ２６１ ４５２ １４７９ ２２．４％ ２４６ ２０４ ４５０

三

河

酒井田 ２３ ２３７ ３８３ ４１２ ７９５ １１１ ７９ ３６ ４３ ８０ ３０ ５０ １５９ ２０．０％ １７ １４ ３１

高塚 ２８ ４２３ ５２４ ５６５ １０８９ １８１ １２３ ５９ ６４ １２４ ３８ ８６ ２４７ ２２．７％ ３６ ３２ ６８

宮野 ８ ９９ １６５ １７３ ３３８ ６５ ４１ ２０ ２１ ５５ ２４ ３１ ９６ ２８．４％ １２ １０ ２２

上柳瀬 ４ ５８ ８８ １００ １８８ ３８ ３１ １３ １８ ２７ １４ １３ ５８ ３０．９％ ３ ５ ８

中柳瀬 ５ ６８ １００ １２７ ２２７ ４３ ２９ ９ ２０ ２９ ７ ２２ ５８ ２５．６％ １０ ５ １５

下柳瀬 ５ ４８ ９４ ９４ １８８ ３０ １２ ８ ４ ３０ ８ ２２ ４２ ２２．３％ ５ ３ ８

矢原 ６ ７７ １２７ １３８ ２６５ ５８ ４０ ２０ ２０ ４９ ２２ ２７ ８９ ３３．６％ ９ １２ ２１

光 ３ ６０ ９５ １１３ ２０８ ４８ ２８ １１ １７ ３８ １４ ２４ ６６ ３１．７％ ９ ６ １５

緒玉 ５ ８５ １３５ １４６ ２８１ ４８ ３６ １６ ２０ ３８ １７ ２１ ７４ ２６．３％ ５ １２ １７

小 計 ８７ １１５５ １７１１ １８６８ ３５７９ ６２２ ４１９ １９２ ２２７ ４７０ １７４ ２９６ ８８９ ２４．８％ １０６ ９９ ２０５

―１８４―



平成１９年度ネットワーク活動基礎調査票 平成１９年１１月３０日

校
区
名

区名 隣組数 世帯数 男 女 人口

老齢人口（６５歳以上） 老齢人口

÷

総人口

独居

高齢者

世帯

高齢者

世帯

６５歳以上

計
世帯数

６５～

７４歳
男 女 ７５歳～ 男 女 計

八

幡

下川犬 ５ ５１ ７１ ７７ １４８ ３４ ２６ １３ １３ ２１ ５ １６ ４７ ３１．８％ １３ ５ １８

川犬 ６ ６５ １０１ １１７ ２１８ ４７ ２９ １５ １４ ４１ １６ ２５ ７０ ３２．１％ ８ ９ １７

泉島 ２ ３０ ６０ ６５ １２５ ２０ １３ ５ ８ １８ ９ ９ ３１ ２４．８％ ３ ３ ６

宮島 ３ ３１ ５４ ６６ １２０ ２７ １３ ７ ６ ２３ ７ １６ ３６ ３０．０％ ４ ２ ６

犬馬場 ４ ２７ ４７ ５２ ９９ １７ ７ ３ ４ １４ ５ ９ ２１ ２１．２％ ３ ３ ６

平 ９ ８３ １２０ １３７ ２５７ ５９ ３３ １４ １９ ４２ １１ ３１ ７５ ２９．２％ ８ ６ １４

上新庄 １２ １３３ ２３９ ２４６ ４８５ ８８ ６７ ３４ ３３ ５８ ２４ ３４ １２５ ２５．８％ １１ １２ ２３

下新庄 ４ ４５ ７８ １０９ １８７ ３８ １７ ８ ９ ３９ １１ ２８ ５６ ２９．９％ ５ ３ ８

西田 ８ ８０ １４７ １５９ ３０６ ５２ ４３ ２０ ２３ ４２ １９ ２３ ８５ ２７．８％ ６ ７ １３

福市 ３ ３４ ５２ ６１ １１３ ２０ １１ ５ ６ １４ ４ １０ ２５ ２２．１％ ４ ３ ７

今山 ２ ３２ ６８ ６８ １３６ ２０ １３ ７ ６ １４ ４ １０ ２７ １９．９％ ３ １ ４

南国武 ６ ６０ １０３ １０３ ２０６ ３９ ２２ ８ １４ ３０ １３ １７ ５２ ２５．２％ ９ ５ １４

北国武 ６ ６４ １２１ １３３ ２５４ ４２ ３５ １７ １８ ３３ １４ １９ ６８ ２６．８％ ５ ９ １４

小 計 ７０ ７３５ １２６１ １３９３ ２６５４ ５０３ ３２９ １５６ １７３ ３８９ １４２ ２４７ ７１８ ２７．１％ ８２ ６８ １５０

川

崎

山内 ３１ ３１６ ５４４ ５７８ １１２２ ２３１ １３４ ５７ ７７ ２００ ７５ １２５ ３３４ ２９．８％ ３４ ４７ ８１

長野 １５ １４９ ２８８ ３０７ ５９５ １１９ ７４ ３５ ３９ １０８ ４９ ５９ １８２ ３０．６％ １８ １９ ３７

北田形 ８ ７５ １３３ １６７ ３００ ５９ ３９ １６ ２３ ５２ ２２ ３０ ９１ ３０．３％ ４ １０ １４

柳島 １０ １５５ ２８５ ３３２ ６１７ １４４ ７１ ３７ ３４ １３１ ３９ ９２ ２０２ ３２．７％ ３９ １７ ５６

小 計 ６４ ６９５ １２５０ １３８４ ２６３４ ５５３ ３１８ １４５ １７３ ４９１ １８５ ３０６ ８０９ ３０．７％ ９５ ９３ １８８

忠

見

大籠 １２ １５０ ２７０ ２８５ ５５５ ６７ ４５ ２２ ２３ ５２ １９ ３３ ９７ １７．５％ １２ １０ ２２

忠見南 １４ １４６ ２５６ ３０５ ５６１ ８３ ５５ ２４ ３１ ６４ ２０ ４４ １１９ ２１．２％ １１ １３ ２４

忠見北 ２２ ２２８ ４０１ ４０５ ８０６ １０５ ７２ ３６ ３６ ７７ ２３ ５４ １４９ １８．５％ １２ ２３ ３５

井延 １０ １１４ ２１８ ２２４ ４４２ ７６ ５８ ３０ ２８ ５６ ２０ ３６ １１４ ２５．８％ ９ １２ ２１

黒土 ４ ４７ ８４ ９９ １８３ ３８ ２６ １１ １５ ３０ １２ １８ ５６ ３０．６％ ８ ４ １２

立山 ４ ７１ １３８ １３８ ２７６ ４４ １７ ９ ８ ４４ １８ ２６ ６１ ２２．１％ ７ ３ １０

本 １０ １４５ ２８３ ３１０ ５９３ １０６ ７６ ３４ ４２ ７４ ３１ ４３ １５０ ２５．３％ ２３ １４ ３７

牟田 ４ ６０ １０１ １１９ ２２０ ４９ ３９ ２０ １９ ３６ １３ ２３ ７５ ３４．１％ ９ ９ １８

小 計 ８０ ９６１ １７５１ １８８５ ３６３６ ５６８ ３８８ １８６ ２０２ ４３３ １５６ ２７７ ８２１ ２２．６％ ９１ ８８ １７９

岡

山

今福 ６ １１１ １８９ ２２６ ４１５ ７６ ５０ ２４ ２６ ６１ １８ ４３ １１１ ２６．７％ ７ ９ １６

蒲原 １９ ３３０ ５８６ ６２９ １２１５ １８７ １１８ ５０ ６８ １５３ ６２ ９１ ２７１ ２２．３％ ２２ ２９ ５１

東蒲原 １２ ６５ １０３ ９１ １９４ ６ ５ ２ ３ ２ ０ ２ ７ ３．６％ ０ ０ ０

亀甲 ４ ３９ ８８ ９３ １８１ ２９ ２０ ８ １２ ２１ ８ １３ ４１ ２２．７％ ３ ２ ５

亀甲北 ６ ６７ ９６ １１０ ２０６ ３８ ２４ ９ １５ ３０ ９ ２１ ５４ ２６．２％ １０ ８ １８

龍ケ原 ３１ ４９９ ６７８ ６７６ １３５４ １４４ １０４ ５２ ５２ １０３ ３４ ６９ ２０７ １５．３％ ３２ ２７ ５９

立野 ８ ７８ １３２ １５０ ２８２ ５７ ３８ １６ ２２ ４５ １８ ２７ ８３ ２９．４％ １０ ８ １８

前古賀 ７ １１４ ２１６ ２４１ ４５７ ８３ ４８ ２２ ２６ ７３ ２４ ４９ １２１ ２６．５％ ２９ １４ ４３

鵜池 １５ ２１０ ３３８ ４０３ ７４１ １３４ ９３ ４２ ５１ ９９ ３２ ６７ １９２ ２５．９％ ２２ １５ ３７

室岡 ３９ ４５５ ７８３ ８１４ １５９７ ２０２ １５９ ６９ ９０ １３６ ５８ ７８ ２９５ １８．５％ ３１ ４１ ７２

室岡北 ８ ３９ ５２ ５５ １０７ ４ ４ ２ ２ ２ １ １ ６ ５．６％ ０ ２ ２

えのき台 ７ １０５ １８９ １８７ ３７６ ２７ ２７ １６ １１ １１ ４ ７ ３８ １０．１％ １ ５ ６

小 計 １６２ ２１１２ ３４５０ ３６７５ ７１２５ ９８７ ６９０ ３１２ ３７８ ７３６ ２６８ ４６８ １４２６ ２０．０％ １６７ １６０ ３２７

北

川

内

打越 １１ １４４ ２４９ ３０５ ５５４ １０２ ３３ ２２ １１ ８９ ２４ ６５ １２２ ２２．０％ ５ ４ ９

柴尾 １０ １０７ １４４ １６８ ３１２ ７０ ４５ ２０ ２５ ５２ １６ ３６ ９７ ３１．１％ １８ １１ ２９

東川端 ５ ３９ ５４ ６６ １２０ ３０ ２０ ８ １２ ２５ １１ １４ ４５ ３７．５％ ７ ８ １５

西川端 ６ ６１ ８２ ９３ １７５ ３５ ２８ １３ １５ ２４ ８ １６ ５２ ２９．７％ ８ ６ １４

祇園堂 ６ ４５ ５９ ７４ １３３ ２２ １８ ９ ９ １６ ４ １２ ３４ ２５．６％ ５ ７ １２

生駒野 ２ ２６ ３９ ５４ ９３ ２１ １９ ８ １１ １５ ４ １１ ３４ ３６．６％ １ ２ ３

上名 ３ ３３ ４５ ４７ ９２ ２１ １３ ４ ９ １５ ５ １０ ２８ ３０．４％ ７ ２ ９

室園 ５ ５２ ７５ １１２ １８７ ３２ １５ ５ １０ ２６ ８ １８ ４１ ２１．９％ ５ ３ ８

真名子 ４ ２６ ３４ ３９ ７３ １５ ９ ４ ５ １２ ４ ８ ２１ ２８．８％ ２ ２ ４

舟木 ２ １３ １５ １６ ３１ １２ １０ ５ ５ ９ ４ ５ １９ ６１．３％ １ ３ ４

藤木 ７ ５４ ８１ ８４ １６５ ３４ ２５ １１ １４ ２７ １０ １７ ５２ ３１．５％ ３ １４ １７

岩下 ２ ２４ ３８ ５０ ８８ ２１ １１ ５ ６ ２０ ６ １４ ３１ ３５．２％ ２ ２ ４

轟 ４ ４５ ５８ ６９ １２７ ３２ ２１ ８ １３ ２５ ９ １６ ４６ ３６．２％ ３ ６ ９

黒岩 １ １７ ３０ ３１ ６１ １１ １０ ４ ６ １０ ３ ７ ２０ ３２．８％ １ ２ ３

―１８５―



北九州市�

福岡市�

大牟田市�
�

久留米市�

直方市�
�

飯塚市�
� 田川市�

�

柳川市�
�

嘉麻市�
�

八女市�
�筑後市�

�
大川市�
�

行橋市�

豊前市�
�

中間市�

小郡市�
�

筑紫野市�
�

春日市�
�

大野城市�
�

宗像市�
�

太宰府市�前原市�
�

那珂川町�
�

宇美町�
�

篠栗町�
�

志免町�
�

須恵町�
�

新宮町�
�

古賀町�

久山町�
�

粕屋町�
�

福津市�

芦屋町�
�

水巻町�
�

岡垣町�
�

遠賀町�
�

小竹町�
�

鞍手町�
�

宮若市�

桂川町�
�

築前町�

東峰村�

二丈町�
�

志摩町�
�

うきは市�

大刀洗町�

城島町�
�

大木町�

三潴町�
�

黒木町�
�

立花町�
�

広川町�
�

矢部村�

星野村�
�

みやま市�

香春町�
�

福智町�
�

添田町�
�

糸田町�
�

川崎町�
�

大任町�
� 赤村�

�

苅田町�
�

みやこ町�
� 吉富町�

�
築上町�
�

上毛町�

朝倉市�

北九州市�

福岡市�

大牟田市�
�

久留米市�

直方市�
�

飯塚市�
� 田川市�

�

柳川市�
�

嘉麻市�
�

八女市�
�筑後市�

�
大川市�
�

行橋市�

豊前市�
�

中間市�

小郡市�
�

筑紫野市�
�

春日市�
�

大野城市�
�

宗像市�
�

太宰府市�前原市�
�

那珂川町�
�

宇美町�
�

篠栗町�
�

志免町�
�

須恵町�
�

新宮町�
�

古賀町�

久山町�
�

粕屋町�
�

福津市�

芦屋町�
�

水巻町�
�

岡垣町�
�

遠賀町�
�

小竹町�
�

鞍手町�
�

宮若市�

桂川町�
�

築前町�

東峰村�

二丈町�
�

志摩町�
�

うきは市�

①北九州市�

⑥田川京築�

⑤遠賀鞍手�

②福岡市糸島�

④筑後八女�

③粕屋筑紫朝倉�
大刀洗町�

城島町�
�

大木町�

三潴町�
�

黒木町�
�

立花町�
�

広川町�
�

矢部村�

星野村�
�

みやま市�

香春町�
�

福智町�
�

添田町�
�

糸田町�
�

川崎町�
�

大任町�
� 赤村�

�

苅田町�
�

みやこ町�
� 吉富町�

�
築上町�
�

上毛町�

朝倉市�

�福岡県市町村（平成２１年１２月現在）

平成１９年度ネットワーク活動基礎調査票 平成１９年１１月３０日

校
区
名

区名 隣組数 世帯数 男 女 人口

老齢人口（６５歳以上） 老齢人口

÷

総人口

独居

高齢者

世帯

高齢者

世帯

６５歳以上

計
世帯数

６５～

７４歳
男 女 ７５歳～ 男 女 計

北

川

内

中村 ３ ２９ ４３ ４４ ８７ ２０ １５ ８ ７ １３ ３ １０ ２８ ３２．２％ ７ １ ８

栗林 ５ ３１ ４３ ５１ ９４ ２８ １７ ９ ８ ３０ １１ １９ ４７ ５０．０％ ２ ９ １１

中川原 ４ ２６ ４０ ４２ ８２ １６ ９ ２ ７ １５ ６ ９ ２４ ２９．３％ ２ ４ ６

半沢 ４ ２９ ２７ ４３ ７０ ２４ １７ １０ ７ １３ ２ １１ ３０ ４２．９％ １２ １ １３

柴坂 １ ６ ９ ８ １７ ４ ５ ３ ２ ０ ０ ０ ５ ２９．４％ ０ １ １

木浦 ３ ２６ ４０ ５５ ９５ ２１ １５ ８ ７ １７ ３ １４ ３２ ３３．７％ １ ５ ６

尾久保 ４ ３７ ４９ ５８ １０７ ２８ ２３ ９ １４ ２１ ８ １３ ４４ ４１．１％ ７ ６ １３

仏尾 ９ ６３ １２３ １３６ ２５９ ５７ ４８ ２２ ２６ ４０ １５ ２５ ８８ ３４．０％ ５ ７ １２

桑川内 １ ９ ７ １４ ２１ ９ ８ ４ ４ ６ １ ５ １４ ６６．７％ ３ ３ ６

八重谷 ３ １６ ６６ ５３ １１９ ２０ １５ ６ ９ １３ ６ ７ ２８ ２３．５％ １ ５ ６

三川 ４ ２４ ２８ ３０ ５８ １９ １２ ６ ６ １６ ４ １２ ２８ ４８．３％ ８ ３ １１

杠葉 ３ ２９ ３６ ３６ ７２ １８ ８ ２ ６ １７ ７ １０ ２５ ３４．７％ ８ ５ １３

中川内 ３ ２１ ３７ ４１ ７８ １９ ９ ５ ４ ２０ ７ １３ ２９ ３７．２％ ０ ５ ５

飯塚 ３ ４０ ５７ ５９ １１６ ３５ １９ ６ １３ ３３ １９ １４ ５２ ４４．８％ １０ ６ １６

石原 １ １３ ２３ ２１ ４４ １１ ６ ３ ３ １３ ５ ８ １９ ４３．２％ ０ ４ ４

納又 ４ ４０ ５６ ６８ １２４ ３４ ２２ ８ １４ ２７ １１ １６ ４９ ３９．５％ ６ １０ １６

田代 ３ ３１ ３７ ４６ ８３ ２６ １６ ５ １１ ２２ ９ １３ ３８ ４５．８％ ８ ８ １６

古賀 ５ １８ ７７ ７９ １５６ １８ ８ ４ ４ １５ ８ ７ ２３ １４．７％ ３ ４ ７

小 計 １３１ １１７４ １８０１ ２０９２ ３８９３ ８６５ ５４９ ２４６ ３０３ ６９６ ２４１ ４５５ １２４５ ３２．０％ １５１ １５９ ３１０

合 計 １２４１ １３４４１ ２０１１９ ２２５１７ ４２６３６ ７２８８ ５００５２２０１２８０４５４１４１９４２３４７２１０４１９ ２４．４％ １５０２ １２９４ ２７９６

―１８６―


